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議 案 番 号 題 名

議第 ９４ 号  大分市支所設置条例の一部改正について 

議第 ９５ 号  大分市議会議員及び大分市長の選挙における選挙運動の公費

負担に関する条例の一部改正について 

議第 ９６ 号  大分市職員等の旅費に関する条例等の一部改正について 

議第 ９７ 号  大分市恩給条例の一部改正について 

議第 ９８ 号  大分市こどもルーム条例の一部改正について 

議第 ９９ 号  大分市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例

の一部改正について 

議第１００号  大分市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する

基準を定める条例の一部改正について 

議第１０１号  大分市水道事業給水条例及び大分市公共下水道条例の一部改

正について 

議第１０２号  大分市立幼稚園条例の一部改正について 

議第１０３号  大分市スポーツ施設条例及び大分市市民行政センター条例等

の一部を改正する条例の一部改正について 

議第１０４号  他の普通地方公共団体の公の施設を大分市の住民の利用に供

させることに関する協議について 

議第１０５号  市道路線の認定及び廃止について 



議第 ９４ 号 

大分市支所設置条例の一部改正について 

大分市支所設置条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年９月１日 提 出 

大分市長 足 立 信 也○○○ 

大分市支所設置条例の一部を改正する条例 

大分市支所設置条例（昭和３８年大分市条例第７号）の一部を次のように改

正する。 

別表鶴崎支所の項中「小池原」の次に「（明野支所の所管区域に属する区域

を除く。）」を加え、同表稙田支所の項中「光吉」の次に「、光吉新町一丁目、

光吉新町二丁目、光吉新町三丁目、光吉新町四丁目、光吉台一丁目、光吉台二

丁目、光吉台三丁目」を加え、同表明野支所の項中「東明野」の次に「、小池

原の一部、高城台一丁目、高城台二丁目、高城台三丁目、高城台四丁目」を、

「東原三丁目」の次に「、明野高城一丁目、明野高城二丁目」を加える。 

附 則 

この条例は、令和７年１１月８日から施行する。 

提案理由 

字の区域及びその名称の変更に伴い、所要の改正をいたしたく本案を提出す

る。 



議第 ９５ 号 

大分市議会議員及び大分市長の選挙における選挙運動の公費負担

に関する条例の一部改正について 

大分市議会議員及び大分市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条

例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年９月１日 提 出 

大分市長 足 立 信 也

大分市議会議員及び大分市長の選挙における選挙運動の公費負担

に関する条例の一部を改正する条例 

大分市議会議員及び大分市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条

例（平成８年大分市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

第８条中「２８円３５銭」を「３０円７３銭」に、「５８６,９０５円」を

「６０９,６９０円」に改める。 

第１１条中「７円７３銭」を「８円３８銭」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第８条及び第１１条の規定は、この条例の施行の日以後その期日

を告示される選挙から適用する。 

提案理由 

公職選挙法施行令の一部改正に伴い、所要の改正をいたしたく本案を提出す

る。 



議第 ９６ 号 

大分市職員等の旅費に関する条例等の一部改正について 

大分市職員等の旅費に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

  令和７年９月１日 提 出 

大分市長 足 立 信 也

大分市職員等の旅費に関する条例等の一部を改正する条例 

（大分市職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第１条 大分市職員等の旅費に関する条例（昭和３９年大分市条例第４３号）

の一部を次のように改正する。 

第１条中「第３３条」を「第２９条」に改める。 

第２条第１項第１号中「及び常勤の監査委員」を「、常勤の監査委員及び

これらに相当する職務にある者として旅行依頼を行う者が市長と協議して定

めるもの」に改め、同項第２号中「在勤庁」の次に「（任命権者が認める場

合には、その住所、居所その他任命権者が認める場所）を離れて旅行し、」

を加え、同項第４号中「若しくはその扶養親族」を削り、「根拠地」を「根

拠」に改め、同項第５号中「扶養親族」を「家族」に、「届出をしないが」

を「婚姻の届出をしていないが、」に、「主として職員の収入によって生計

を維持している」を「職員と生計を一にする」に改め、同項第６号中「他の

親族で」を削り、「主として職員の収入によって生計を維持している者」を

「職員と生計を一にしていた他の親族」に改め、同項に次の１号を加える。 

⑺ 旅行役務提供者 旅行業者（旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）

第６条の４第１項に規定する旅行業者をいう。）その他の規則で定める

者（以下「旅行業者等」という。）であって、本市と旅行役務提供契約



（旅行業者等が本市に対して旅行に係る役務その他の規則で定めるもの

を旅行者に提供することを約し、かつ、本市が当該旅行業者等に対して

当該旅行に係る旅費に相当する金額を支払うことを約する契約をいう。

以下同じ。）を締結したものをいう。 

第２条第２項を次のように改める。 

２ この条例において「管内」という場合には、本市の全地域をいう。 

第２条第３項を削る。 

第３条第２項各号列記以外の部分中「一に」を「いずれかに」に、「もの」

を「者」に改め、同条第４項中「市」を「本市」に改め、同条第５項を次の

ように改める。 

５ 第１項、第２項及び前項の規定により旅費の支給を受けることができる

者が、次条第３項の規定により旅行命令又は旅行依頼（以下「旅行命令等」

という。）の変更（取消しを含む。同項及び同条第４項並びに第５条にお

いて同じ。）を受け、又は死亡した場合その他規則で定める場合には、当

該旅行のため既に支出した金額のうちその者の損失となる金額又は支出を

要する金額で規則で定めるものを旅費として支給することができる。 

第３条第６項中「交通事故」を「天災その他規則で定める事情」に、「場

合には概算払」を「場合には、概算払」に、「の金額」を「で規則で定める

金額」に改め、同条に次の 1 項を加える。 

７ 第１項、第２項、第４項及び第５項に規定する場合において、本市が旅

行役務提供契約に基づき旅行役務提供者に支払うべき金額があるときは、

これらの項に規定する者に対する旅費の支給に代えて、当該旅行役務提供

者に対し、当該金額を旅費に相当するものとして支払うことができる。 

第４条第１項中「行なう」を「行う」に、「行なわなければ」を「行わな

ければ」に改め、同条第２項中「旅行命令等」を「、旅行命令等」に改め、

同条第３項中「を変更する必要」を「の変更をする必要」に、「これを変更



する」を「、その変更をする」に改め、同条第４項を次のように改める。 

４ 任命権者等は、旅行命令等を発し、又はその変更をするには、旅行命令

簿又は旅行依頼簿（以下「旅行命令簿等」という。）に当該旅行に関し必

要な事項を記載し、当該事項を当該旅行者に通知してしなければならない。

ただし、当該事項を通知するいとまがない場合には、口頭により旅行命令

等を発し、又は変更をすることができる。 

第４条に次の１項を加える。 

５ 前項ただし書の規定に基づき口頭により旅行命令等を発し、又は変更を

した場合には、速やかに旅行命令簿等に当該旅行に関する必要な事項を記

載し、当該事項を当該旅行者に通知しなければならない。 

第５条第１項中「変更された」を「変更を受けた」に、「本条」を「この

条」に、「を申請し」を「の申請をし」に改め、同条第２項中「すみやかに」

を「速やかに」に改め、同条第３項中「において」を「において、」に改め

る。 

第６条を次のように改める。 

（旅費の計算） 

第６条 旅費は、旅行に要する実費を弁償するためのものとして次条の種目

及び第９条から第１８条までに規定する内容に基づき、最も経済的な通常

の経路及び方法により旅行した場合の旅費によって計算する。ただし、公

務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により最も経済的な通常の経

路又は方法により旅行し難い場合には、その現によった経路及び方法によ

って計算する。 

第７条の前の見出しを削り、同条から第１８条までを次のように改める。 

（旅費の種目） 

第７条 旅費の種目は、鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿泊費、

包括宿泊費、宿泊手当、転居費、着後滞在費及び家族移転費とする。 



（旅費の請求手続） 

第８条 旅費（概算払に係る旅費を含む。）の支給を受けようとする旅行者

及び概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者でその精算をしようとするも

の並びに旅費に相当する金額の支払を受けようとする旅行役務提供者は、

所定の請求書（当該請求書に記載すべき事項を記録した電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるも

のをいう。以下同じ。）を含む。以下同じ。）に必要な資料を添えて、こ

れを当該旅費又は当該金額の支出をする者（以下「支出命令権者」という。）

に提出しなければならない。この場合において、必要な資料の全部又は一

部を提出しなかった者は、その請求に係る旅費又は旅費に相当する金額の

うちその資料を提出しなかったため、その旅費又は旅費に相当する金額の

必要が明らかにされなかった部分の支給又は支払を受けることができない。 

２ 概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者は、当該旅行を完了した後所定

の期間内に、当該旅行について前項の規定による旅費の精算をしなければ

ならない。 

３ 支出命令権者は、前項の規定による精算の結果過払金があった場合には、

所定の期間内に、当該過払金を返納させなければならない。 

４ 支出命令権者は、その支出した概算払に係る旅費の支給を受けた旅行者

が第２項に規定する期間内に旅費の精算をしなかった場合又は前項に規定

する期間内に過払金を返納しなかった場合には、当該支出命令権者がその

後においてその者に対し支出する給与又は旅費の額から当該概算払に係る

旅費額又は当該過払金に相当する金額を差し引かなければならない。 

５ 第１項の請求書又は資料が電磁的記録で作成されているときは、電磁的

方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用す

る方法であって市長が別に定めるものをいう。以下同じ。）をもって提出



することができる。 

６ 前項の規定により請求書又は資料の提出が電磁的方法により行われたと

きは、支出命令権者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記

録がなされた時に当該請求書又は資料を提出したものとみなす。 

７ 第１項に規定する請求書及び必要な資料の種類、記載事項又は記録事項

は、市長が別に定める。 

８ 第２項及び第３項に規定する期間並びに第４項に規定する給与の種類そ

の他の必要な事項は、規則で定める。 

（鉄道賃） 

第９条 鉄道賃は、鉄道（鉄道事業法（昭和６１年法律第９２号）第２条第

１項に規定する鉄道事業の用に供する鉄道及び軌道法（大正１０年法律第

７６号）第１条第１項に規定する軌道その他規則で定めるものをいう。以

下同じ。）を利用する移動に要する費用とし、その額は、次に掲げる費用

（第２号から第６号までに掲げる費用は、第１号に掲げる運賃に加えて別

に支払うものであって、公務のため特に必要とするものに限る。）の額の

合計額とする。 

⑴ 運賃

⑵ 急行料金

⑶ 寝台料金

⑷ 座席指定料金

⑸ 特別車両料金（市長等に限る。）

⑹ 前各号に掲げる費用に付随する費用

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された鉄道に

より移動する場合は、最下級（市長等が移動する場合には、最上級）の運

賃の額とする。 

（船賃） 



第１０条 船賃は、船舶（海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第２条

第２項に規定する船舶運航事業の用に供する船舶その他規則で定めるもの

をいう。以下同じ。）を利用する移動に要する費用とし、その額は、次に

掲げる費用（第２号から第５号までに掲げる費用は、第１号に掲げる運賃

に加えて別に支払うものであって、公務のため特に必要とするものに限

る。）の額の合計額とする。 

⑴ 運賃

⑵ 寝台料金

⑶ 座席指定料金

⑷ 特別船室料金（市長等に限る。）

⑸ 前各号に掲げる費用に付随する費用

（航空賃） 

第１１条 航空賃は、航空機（航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２条

第１８項に規定する航空運送事業の用に供する航空機その他規則で定める

ものをいう。以下同じ。）を利用する移動に要する費用とし、その額は、

次に掲げる費用（第２号及び第３号に掲げる費用は、第１号に掲げる運賃

に加えて別に支払うものであって、公務のため特に必要とするものに限

る。）の額の合計額とする。 

⑴ 運賃

⑵ 座席指定料金

⑶ 前２号に掲げる費用に付随する費用

２ 前項第１号に掲げる運賃の額の上限は、運賃の等級が区分された航空機

により移動する場合には、最下級の運賃の額とする。 

（その他の交通費） 

第１２条 その他の交通費は、鉄道、船舶及び航空機以外を利用する移動に

要する費用とし、その額は、次に掲げる費用（第２号から第４号までに掲



げる費用は、公務のため特に必要とするものに限る。）の額の合計額とす

る。ただし、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により、移動

に要する費用の算定ができない場合には、路程１キロメートルにつき３７

円とする。 

⑴ 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに掲げる一般

乗合旅客自動車運送事業（路線を定めて定期に運行する自動車により乗合

旅客の運送を行うものに限る。）の用に供する自動車を利用する移動に要

する運賃 

⑵ 道路運送法第３条第１号ハに掲げる一般乗用旅客自動車運送事業の用

に供する自動車その他の旅客を運送する交通手段（前号に規定する自動

車を除く。）を利用する移動に要する運賃 

⑶ 前２号に掲げる運賃以外の費用であって、道路運送法第８０条第１項

の許可を受けて業として有償で貸し渡す自家用自動車の賃料その他の移

動に直接要する費用 

⑷ 前３号に掲げる費用に付随する費用

２ 前項ただし書の場合においては、当該移動に要した路程を通算して計算

し、当該路程に１キロメートル未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てる。 

（宿泊費） 

第１３条 宿泊費は、旅行中の宿泊に要する費用とし、その額は、国家公務

員の宿泊費に準じて規則で定める額（以下「宿泊費基準額」という。）と

する。ただし、当該宿泊に係る特別な事情がある場合として規則で定める

場合は、当該宿泊に要する費用の額とする。 

（包括宿泊費） 

第１４条 包括宿泊費は、移動及び宿泊に対する一体の対価として支払われ

る費用とし、その額は、当該移動に係る鉄道賃、船賃、航空賃及びその他



の交通費の額並びに当該宿泊に係る宿泊費基準額の合計額とする。 

（宿泊手当） 

第１５条 宿泊手当は、宿泊を伴う旅行に必要な諸雑費に充てるための費用

とし、その額は、国家公務員の宿泊手当に準じて規則で定める１夜当たり

の定額とする。 

（転居費） 

第１６条 転居費は、赴任に伴う転居に要する費用（第１８条第１項各号に

規定する場合の家族の転居に要する費用を含む。）とし、その額は、国家

公務員の転居費の算定の方法に準じて規則で定める方法により算定される

額とする。 

（着後滞在費） 

第１７条 着後滞在費は、赴任に伴う転居に必要な滞在に係る費用とし、そ

の額は、５夜分を限度として、現に宿泊した夜数に係る宿泊費及び宿泊手

当の合計額に相当する額とする。 

（家族移転費） 

第１８条 家族移転費は、赴任に伴う家族の移転に要する費用とし、その額

は、次に掲げる額とする。 

⑴ 赴任の際家族（赴任を命ぜられた日において同居している者に限る。以

下この号及び次号において同じ。）を職員の新居住地に移転する場合には、

家族１人ごとに、職員がその移転をするものとして算定した鉄道賃、船賃、

航空賃、その他の交通費、宿泊費、包括宿泊費、宿泊手当及び着後滞在費

の合計額に相当する額 

⑵ 前号に規定する場合に該当せず、かつ、赴任を命ぜられた日の翌日から

１年以内に家族を職員の居住地（赴任後家族を移転するまでの間に更に赴

任があった場合には、当該赴任後における職員の新居住地）に移転する場

合には、同号の規定に準じて算定した額 



２ 任命権者は、公務上の必要又は天災その他やむを得ない事情がある場合

には、前項第２号に規定する期間を延長することができる。 

第１９条から第２４条までを削る。 

第２５条第１号中「車賃の実費」を「その他の交通費の合計額」に改め、

同条第２号中「別表第１の宿泊料定額の範囲内において宿泊料の実費」を「宿

泊費基準額及び宿泊手当の合計額」に改め、同条第３号を削り、同条を第

１９条とする。 

第２６条第１号中「車賃の実費」を「その他の交通費の合計額」に改め、

同条第２号中「別表第１の宿泊料定額の宿泊料及び同表の日当定額の２分の

１に相当する日当の額」を「宿泊費基準額及び宿泊手当の合計額」に改め、

同条第３号を削り、同条を第２０条とする。 

第２７条第１項各号列記以外の部分中「鉄道賃、船賃、車賃、移転料、着

後手当及び扶養親族移転料」を「転居費、着後滞在費及び家族移転費」に改

め、同項ただし書及び各号を削り、同条第２項を削り、同条を第２１条とす

る。

第２８条各号列記以外の部分中「次の各号に規定する旅費」を「、退職等

の日の翌日から３月以内における当該退職等に伴う旅行について、出張又は

赴任の例に準じて規則で定めるもの」に改め、同条各号を削り、同条に次の

２項を加える。 

２ 前項の場合において、退職等となった職員が家族を移転するときは、同

項に規定する旅費に、転居費のうち家族の転居に要する費用及び家族移転

費に相当するものを加えるものとする。 

３ 任命権者は、天災その他やむを得ない事情がある場合には、第１項に規

定する期間を延長することができる。 

第２８条を第２２条とする。 

第２９条第１項各号列記以外の部分中「第３条第２項第２号」の次に「又



は第３号」を加え、「次の各号に規定する旅費」を「出張又は赴任の例に準

じて規則で定めるもの」に改め、同項各号を削り、同条第２項を削り、同条

を第２３条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（旅費の支給額の上限） 

第２４条 鉄道賃、船賃、航空賃及びその他の交通費（家族移転費のうちこ

れらに相当する部分を含む。）に係る旅費の支給額は、第９条第１項各号、

第１０条各号、第１１条第１項各号及び第１２条第１項各号に掲げる各費

用について、これらの規定及び第６条の規定により計算した額と現に支払

った額を比較し、当該各費用ごとのいずれか少ない額を合計した額とする。 

２ 宿泊費、包括宿泊費、転居費、着後滞在費（宿泊手当に相当する部分を

除く。）及び家族移転費（宿泊手当に相当する部分を除く。）に係る旅費

の支給額は、当該各種目について第６条、第１３条、第１４条、第１６条、

第１７条及び第１８条第１項の規定により計算した額と現に支払った額を

比較し、当該各種目ごとのいずれか少ない額を合計した額とする。 

第３０条第１項中「公用の交通機関、宿泊施設等を利用して旅行した場合

その他当該旅行」を「本市以外の者から旅費の支給を受ける場合その他旅行」

に、「当該旅行の」を「旅行の」に、「こえた」を「超えた」に、「こえる」

を「超える」に改め、同条を第２５条とする。 

第３１条中「が労働基準法」を「が同法」に改め、同条を第２６条とする。 

第３２条を第２７条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（旅費の返納） 

第２８条 支出命令権者は、旅行者又は旅行役務提供者がこの条例又はこの

条例に基づく規則の規定に違反して旅費の支給又は旅費に相当する金額の

支払を受けた場合には、当該旅費又は当該金額を返納させなければならな

い。 

２ 旅行者がこの条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反して旅費の支



給を受けた場合には、支出命令権者は、前項に規定する返納に代えて、当

該支出命令権者がその後においてその者に対し支出する給与又は旅費の額

から、当該旅費に相当する金額を差し引くことができる。 

３ 前項に規定する給与の種類は、規則で定める。 

第３３条を第２９条とし、第３４条を第３０条とする。 

別表第１及び別表第２を削る。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬並びに費用弁償に関する条例の一部改

正） 

第２条 特別職の職員で非常勤のものの報酬並びに費用弁償に関する条例（昭

和４０年大分市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

  別表中「に規定する市長等の」を「に定める市長等の例により算定した」

に、 

「 

旅費条例に規定する３級の

旅費相当額 

〃 

」を 

「 

旅費条例に定める職員の例

により算定した旅費相当額 

〃 

」に、 

「 

旅費条例に規定する９級の

旅費相当額 

旅費条例に規定する３級の

旅費相当額 

」を 



「 

旅費条例に定める職員の例

により算定した旅費相当額 

〃 

」に、 

「 

旅費条例に規定する９級の

旅費相当額 

〃 

」を 

「 

旅費条例に定める職員の例

により算定した旅費相当額 

〃 

」に、「に規定する、任命権者が定める級

の」を「に定める職員（市長等に相当する職務にある者として任命権者が市

長と協議して定める場合にあっては、市長等とする。）の例により算定した」

に改める。 

（証人等の実費弁償に関する条例の一部改正） 

第３条 証人等の実費弁償に関する条例（昭和３９年大分市条例第４４号）の

一部を次のように改正する。 

  第２条第１号中「第１０９条第５項」を「同法第１０９条第５項」に改め

る。 

第３条中「車賃、日当、宿泊料及び食卓料とし、その額は、別表のとおり

とする」を「その他の交通費、宿泊費、包括宿泊費及び宿泊手当とし、その

額は、大分市職員等の旅費に関する条例（昭和３９年大分市条例第４３号）

に定める職員の例による」に改める。 



別表を削る。 

（大分市消防団条例の一部改正） 

第４条 大分市消防団条例（昭和４０年大分市条例第３１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

目次中「―第１８条」を「・第１７条」に、「第１９条」を「第１８条」

に改める。 

第１３条中「任務遂行に当り」を「職務遂行に当たり」に改める。 

  第１６条第２項及び第３項各号列記以外の部分中「別表第１」を「別表」

に改める。 

  第１７条第１項中「（以下「旅費条例」という。）の規定」を「に定める

職員」に改め、同項後段を削る。 

  別表第２を削り、別表第１を別表とする。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の大分市職員等の旅費に関する条例、第２条の

規定による改正後の特別職の職員で非常勤のものの報酬並びに費用弁償に関

する条例、第３条の規定による改正後の証人等の実費弁償に関する条例及び

第４条の規定による改正後の大分市消防団条例の規定は、この条例の施行の

日以後に出発する旅行から適用し、同日前に出発した旅行については、なお

従前の例による。 

提案理由 

国家公務員等の旅費の改正に準じ、大分市職員等の旅費等について、所要の

改正をいたしたく本案を提出する。 



議第 ９７ 号 

大分市恩給条例の一部改正について 

大分市恩給条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年９月１日 提 出 

大分市長 足 立 信 也

大分市恩給条例の一部を改正する条例 

大分市恩給条例（昭和３８年大分市条例第２１号）の一部を次のように改正

する。 

第５２条第１号中「２６７,５００円」を「２７９,１００円」に改め、同条

第２号中「１５２,８００円」を「１５９,４００円」に改め、同条第３号中

「１５２,８００円」を「１５９,０００円」に改める。 

第７６条の次に次の２条を加える。 

（退隠料、遺族扶助料の改定） 

第７７条 吏員又はこれらの者の遺族に給する退隠料又は遺族扶助料について

は、令和６年４月分以降、その年額を、その年額の計算の基礎となっている

給料年額にそれぞれ対応する別表第５５の仮定給料年額を退職又は死亡当時

の給料年額とみなして算出して得た年額に改める。 

（退隠料、遺族扶助料の改定） 

第７８条 吏員又はこれらの者の遺族に給する退隠料又は遺族扶助料について

は、令和７年４月分以降、その年額を、その年額の計算の基礎となっている

給料年額にそれぞれ対応する別表第５６の仮定給料年額を退職又は死亡当時

の給料年額とみなして算出して得た年額に改める。 

別表第５４の次に次の２表を加える。 

別表第５５ 



恩給年額の計算の基

礎となっている給料

年額 

仮定給料年額 

恩給年額の計算の基

礎となっている給料

年額 

仮定給料年額 

円 
１,１４７,０００ 

円 
１,１７８,０００ 

円 
２,６４６,８００ 

円 
２,７１８,３００ 

１,１９７,８００ １,２３０,１００ ２,７３５,２００ ２,８０９,１００ 

１,２５０,０００ １,２８３,８００ ２,７８７,３００ ２,８６２,６００ 

１,３０１,７００ １,３３６,８００ ２,９３８,０００ ３,０１７,３００ 

１,３５４,６００ １,３９１,２００ ３,０１２,９００ ３,０９４,２００ 

１,３８７,４００ １,４２４,９００ ３,０９０,９００ ３,１７４,４００ 

１,４２０,３００ １,４５８,６００ ３,２４１,４００ ３,３２８,９００ 

１,４５７,６００ １,４９７,０００ ３,３９３,０００ ３,４８４,６００ 

１,５１０,８００ １,５５１,６００ ３,４３２,６００ ３,５２５,３００ 

１,５５６,６００ １,５９８,６００ ３,５５７,９００ ３,６５４,０００ 

１,５９９,４００ １,６４２,６００ ３,７３５,７００ ３,８３６,６００ 

１,６５１,０００ １,６９５,６００ ３,９１１,９００ ４,０１７,５００ 

１,７０３,１００ １,７４９,１００ ４,０２０,６００ ４,１２９,２００ 

１,７５９,８００ １,８０７,３００ ４,１２６,７００ ４,２３８,１００ 

１,８１７,２００ １,８６６,３００ ４,３４２,０００ ４,４５９,２００ 

１,８８８,７００ １,９３９,７００ ４,５５２,８００ ４,６７５,７００ 

１,９３３,９００ １,９８６,１００ ４,５９４,２００ ４,７１８,２００ 

１,９９２,０００ ２,０４５,８００ ４,７５８,０００ ４,８８６,５００ 



２,０４８,７００ ２,１０４,０００ ４,９６４,６００ ５,０９８,６００ 

２,１６１,０００ ２,２１９,３００ ５,１７０,１００ ５,３０９,７００ 

２,１９１,２００ ２,２５０,４００ ５,３７４,２００ ５,５１９,３００ 

２,２７７,８００ ２,３３９,３００ ５,５０３,１００ ５,６５１,７００ 

２,３９２,８００ ２,４５７,４００ ５,６４０,４００ ５,７９２,７００ 

２,５２０,０００ ２,５８８,０００ ５,９０４,９００ ６,０６４,３００ 

２,５８４,９００ ２,６５４,７００ 

  恩給年額の計算の基礎となっている給料年額が５,９０４,９００円を超え

る場合においては、当該給料年額を、仮定給料年額とする。 

別表第５６ 

恩給年額の計算の基

礎となっている給料

年額 

仮定給料年額 

恩給年額の計算の基

礎となっている給料

年額 

仮定給料年額 

円 

１,１４７,０００ 

１,１４７,０００円
に調整改定率（恩給
法第６５条第２項に
規定する調整改定率
をいう。以下同じ。）
を乗じて得た額 

円 

２,６４６,８００ 

２,６４６,８００円
に調整改定率を乗じ
て得た額 

１,１９７,８００ 

１,１９７,８００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
２,７３５,２００ 

２,７３５,２００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

１,２５０,０００ 

１,２５０,０００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
２,７８７,３００ 

２,７８７,３００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

１,３０１,７００ 

１,３０１,７００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
２,９３８,０００ 

２,９３８,０００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

１,３５４,６００ 

１,３５４,６００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
３,０１２,９００ 

３,０１２,９００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

１,３８７,４００ 

１,３８７,４００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
３,０９０,９００ 

３,０９０,９００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

１,４２０,３００ 

１,４２０,３００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
３,２４１,４００ 

３,２４１,４００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 



１,４５７,６００ 

１,４５７,６００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
３,３９３,０００ 

３,３９３,０００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

１,５１０,８００ 

１,５１０,８００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
３,４３２,６００ 

３,４３２,６００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

１,５５６,６００ 

１,５５６,６００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
３,５５７,９００ 

３,５５７,９００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

１,５９９,４００ 

１,５９９,４００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
３,７３５,７００ 

３,７３５,７００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

１,６５１,０００ 

１,６５１,０００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
３,９１１,９００ 

３,９１１,９００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

１,７０３,１００ 

１,７０３,１００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
４,０２０,６００ 

４,０２０,６００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

１,７５９,８００ 

１,７５９,８００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
４,１２６,７００ 

４,１２６,７００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

１,８１７,２００ 

１,８１７,２００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
４,３４２,０００ 

４,３４２,０００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

１,８８８,７００ 

１,８８８,７００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
４,５５２,８００ 

４,５５２,８００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

１,９３３,９００ 

１,９３３,９００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
４,５９４,２００ 

４,５９４,２００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

１,９９２,０００ 

１,９９２,０００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
４,７５８,０００ 

４,７５８,０００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

２,０４８,７００ 

２,０４８,７００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
４,９６４,６００ 

４,９６４,６００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

２,１６１,０００ 

２,１６１,０００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
５,１７０,１００ 

５,１７０,１００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

２,１９１,２００ 

２,１９１,２００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
５,３７４,２００ 

５,３７４,２００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

２,２７７,８００ 

２,２７７,８００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
５,５０３,１００ 

５,５０３,１００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

２,３９２,８００ 

２,３９２,８００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
５,６４０,４００ 

５,６４０,４００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

２,５２０,０００ 

２,５２０,０００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 
５,９０４,９００ 

５,９０４,９００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 

２,５８４,９００ 

２,５８４,９００円

に調整改定率を乗じ

て得た額 



  仮定給料年額に、５０円未満の端数があるときはこれを切り捨て、５０円

以上１００円未満の端数があるときはこれを１００円に切り上げた額をもっ

て、仮定給料年額とする。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の大分市恩給条例（以下「改正

後の条例」という。）第７７条及び別表第５５の規定は令和６年４月１日か

ら、改正後の条例第５２条、第７８条及び別表第５６の規定は令和７年４月

１日から適用する。 

（遺族扶助料の年額に係る加算についての経過措置） 

２ 改正後の条例第５２条の規定は、令和７年４月１日前に支給すべき事由の

生じた遺族扶助料で同年４月分以降に支給すべきものについて適用し、同年

３月分以前に支給すべき遺族扶助料については、なお従前の例による。 

（令和６年度の遺族扶助料の年額に係る加算の特例） 

３ 前項の規定にかかわらず、令和６年４月分以降令和７年３月分以前に支給

すべき遺族扶助料に係る改正前の大分市恩給条例（以下「改正前の条例」と

いう。）第５２条の規定の適用については、同条第１号中「２６７,５００円」

とあるのは「２７３,９００円」と、同条第２号中「１５２,８００円」とあ

るのは「１５６,４００円」と、同条第３号中「１５２,８００円」とあるの

は「１５６,０００円」とする。 

（恩給年額の改定に関する支払の経過措置） 

４ 改正後の条例の規定を適用する場合においては、改正前の条例の規定に基

づいて支払われた恩給のうち令和６年４月以降の分については、これを改正

後の条例の規定による恩給の内払とみなす。 

（恩給年額の改定の場合の端数計算） 

５ 改正後の条例の規定により恩給年額を改定する場合において、当該規定に



より算出して得た恩給年額に、５０円未満の端数があるときはこれを切り捨

て、５０円以上１００円未満の端数があるときはこれを１００円に切り上げ

た額をもって改定後の恩給年額とする。 

提案理由 

恩給法による恩給改定率の改定等に関する政令の一部改正に伴い、所要の改

正をいたしたく本案を提出する。 



議第 ９８ 号 

大分市こどもルーム条例の一部改正について 

大分市こどもルーム条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年９月１日 提 出 

大分市長 足 立 信 也○○○ 

大分市こどもルーム条例の一部を改正する条例 

大分市こどもルーム条例（平成１４年大分市条例第１号）の一部を次のよう

に改正する。 

第４条第１項各号列記以外の部分中「市内に住所を有する」を削り、同項第

１号中「又は中等教育学校の前期課程」を「、義務教育学校の後期課程、中等

教育学校の前期課程又は特別支援学校の中学部」に改める。 

第１０条中「き損し」を「毀損し」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年１０月１日から施行する。 

提案理由 

こどもルームの使用者の範囲を改正いたしたく本案を提出する。 



議第 ９９ 号 

大分市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例の一 

部改正について 

大分市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例の一部を改正す

る条例を次のように定める。 

  令和７年９月１日 提 出 

大分市長 足 立 信 也○○○ 

大分市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例の一

部を改正する条例 

大分市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例（平成１２年大

分市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

第１０条第２項中「はり付ける」を「貼り付ける」に改める。 

第１４条第１項中「はり付けた」を「貼り付けた」に改める。 

第１５条第２項を削り、同条第３項中「前２項」を「前項」に改め、同項を

同条第２項とする。 

第１６条中「又は第２項」を削る。 

第１７条第１項中「第１５条第２項」を「第１５条第１項」に改める。 

第２２条を削り、第２３条を第２２条とし、第２４条を第２３条とし、第

２５条を第２４条とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬並びに費用弁償に関する条例の一部改

正） 



２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬並びに費用弁償に関する条例（昭和

４０年大分市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

  別表中 

「

放置自動車廃物判定委員会委員 〃 ７,９００円 〃 

国民健康保険運営協議会委員 〃 ７,９００円 〃 

」を 

「

国民健康保険運営協議会委員 〃 ７,９００円 〃 

」に 

改める。 

提案理由 

大分市放置自動車廃物判定委員会を廃止いたしたく本案を提出する。 



議第１００号 

大分市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準 

を定める条例の一部改正について 

大分市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年９月１日 提 出 

大分市長 足 立 信 也○○○ 

大分市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準 

を定める条例の一部を改正する条例 

大分市介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条

例（平成３０年大分市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第１８条第６号中「第２条第１７項」を「第２条第１８項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年１１月２０日から施行する。 

提案理由 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律の一部

改正に伴い、規定の整備をいたしたく本案を提出する。 



議第１０１号 

大分市水道事業給水条例及び大分市公共下水道条例の一部改正

について 

大分市水道事業給水条例及び大分市公共下水道条例の一部を改正する条例

を次のように定める。 

  令和７年９月１日 提 出 

大分市長 足 立 信 也

大分市水道事業給水条例及び大分市公共下水道条例の一部を改

正する条例 

（大分市水道事業給水条例の一部改正） 

第１条 大分市水道事業給水条例（平成９年大分市条例第４０号）の一部を次

のように改正する。 

第６条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、災害その他非常の場合において、管理者が、他の地方公共団体の

長（地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第７条の規定により置か

れた水道事業に係る管理者及び同法第３９条の２第３項の規定により任命

された水道事業に係る企業長を含む。以下同じ。）又は他の地方公共団体の

長が法第１６条の２第１項の規定に基づき指定をした者が給水装置工事を

施行する必要があると認めるときは、この限りでない。 

第６条第２項中「指定給水装置工事事業者」の次に「（同項ただし書の規定

により他の地方公共団体の長が指定をした者を含む。第８条第２項及び第

３６条第２項において同じ。）」を加える。 

第７条中「前条第１項に規定する」を削る。 

  第３６条第１項中「第６条」を「第６条第１項」に改める。 



（大分市公共下水道条例の一部改正） 

第２条 大分市公共下水道条例（昭和４３年大分市条例第３７号）の一部を次

のように改正する。 

  第２条第５号を削り、同条第６号中「、その他の」を「その他の」に改め、

同号を同条第５号とし、同条中第７号を第６号とし、第８号から第１５号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

  第３条第４号の表中「１８０」を「２００」に、「１,０００分の１３」を

「１,０００分の１２」に改め、同条第５号の表６００以上１,０００未満の

項を削り、同表中「１,０００以上」を「６００以上」に、「２４０」を 

「２５０」に改める。 

  第５条中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１

項を加える。 

２ 前項本文の規定にかかわらず、災害その他非常の場合において管理者が

必要があると認めるときは、他の地方公共団体の長（地方公営企業法（昭和

２７年法律第２９２号）第２条第３項及び地方公営企業法施行令（昭和

２７年政令第４０３号）第１条第２項の規定に基づき、同法の規定の全部

を適用される公共下水道事業（以下「下水道事業」という。）に同法第７条

の規定により置かれる下水道事業に係る管理者及び同法第３９条の２第３

項の規定により任命された下水道事業に係る企業長を含む。）の指定を受け

た者は、排水設備等の新設等の工事を施行することができる。 

第６条第１項中「行なった」を「行った」に改める。 

第７条第１項中「行なう」を「行う」に改める。 

第８条第１項中「行なわなければ」を「行わなければ」に改める。 

第１４条第４項中「き損し」を「毀損し」に改める。 

第１８条第２項中「行なう」を「行う」に改める。 

附 則 



（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条中大分市公共下水道条

例第３条第４号及び第５号の改正規定並びに次項の規定は、令和８年４月１

日から施行する。 

（大分市公共下水道条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の大分市公共下水道条例第３条第４号及び第５

号の規定は、前項ただし書に規定する施行の日（以下「施行日」という。）以

後の確認の申請に係る排水設備及びこれに接続する除害施設（以下「排水設

備等」という。）の新設、増設又は改築（以下「新設等」という。）について適

用し、施行日前の確認の申請に係る排水設備等の新設等については、なお従

前の例による。 

提案理由 

災害その他非常の場合において給水装置工事及び排水設備等の新設等の工事

を施行することができる者について、例外を定める等の改正をいたしたく本案

を提出する。 



議第１０２号 

大分市立幼稚園条例の一部改正について 

大分市立幼稚園条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年９月１日 提 出 

大分市長 足 立 信 也 

大分市立幼稚園条例の一部を改正する条例 

大分市立幼稚園条例（昭和３９年大分市条例第４０号）の一部を次のように

改正する。 

別表大分市立明治幼稚園の項中 

「 

大分市大字猪野２２番地の１ 

」を 

「 

大分市大字猪野７４番地 

」に改める。 

附 則 

この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

提案理由 

大分市立明治幼稚園の位置を変更いたしたく本案を提出する。  



議第１０３号 

大分市スポーツ施設条例及び大分市市民行政センター条例等の

一部を改正する条例の一部改正について 

大分市スポーツ施設条例及び大分市市民行政センター条例等の一部を改正す

る条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和７年９月１日 提 出 

大分市長 足 立 信 也○○○ 

大分市スポーツ施設条例及び大分市市民行政センター条例等の

一部を改正する条例の一部を改正する条例 

（大分市スポーツ施設条例の一部改正） 

第１条 大分市スポーツ施設条例（平成１５年大分市条例第６号）の一部を次

のように改正する。 

第２条の表に次のように加える。 

大分市南部スポーツ交流ひろば 大分市大字下判田２５５１番地 

別表６大分市大在東グラウンド使用料の項の次に次のように加える。 

  ７ 大分市南部スポーツ交流ひろば使用料 

区分 使用料 照明施設使用料 摘要 

球場 １時間につき ４６０

円 

１時間につき ２,４７０円 １ 使用時間に１時間未

満の端数があるとき、

又はその使用時間が１

時間未満のときは、１

時間とする。 

２ 入場料を徴収する場

合は、最高入場料金の

５０人分を加算するも

のとする。 

グラウ

ンド 

グラウンドの全部の使

用である場合 １時間

につき ２,０２０円 

グラウンドの全部の使用で

ある場合 １時間につき 

２,４７０円 

グラウンドの２分の１

の使用である場合 １

時間につき １,０１０

円 

グラウンドの２分の１の使

用である場合 １時間につ

き １,２３０円 



テニス

コート 

１面 １時間につき 

４４０円 

１面 １時間につき ４４０

円 

会議室 １時間につき ２５０

円 

（大分市市民行政センター条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 大分市市民行政センター条例等の一部を改正する条例（令和７年大分

市条例第３８号）の一部を次のように改正する。 

  第３３条のうち大分市スポーツ施設条例別表１大分市西部スポーツ交流ひ

ろば使用料の項の改正規定中「項中」の次に「「備考」を「摘要」に、」を

加え、同表２大分市佐賀関田中屋内運動場使用料の項及び３大分市野津原運

動場使用料の項の改正規定中「備考」を「摘要」に改め、同表４大分市国分

多目的運動広場使用料の項の改正規定中「「３１０円」を「「備考」を「摘

要」に、「３１０円」に改め、同表５大分市大志生木テニスコート使用料の

項の改正規定中「「１６０円」を「「備考」を「摘要」に、「１６０円」に

改め、同表６大分市大在東グラウンド使用料の項の改正規定中「「２,１４０

円」を「「備考」を「摘要」に、「２,１４０円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において規則で

定める日から施行する。ただし、第２条の規定及び次項の規定は、公布の日

から施行する。 

（準備行為） 

２ 第１条の規定による改正後の大分市スポーツ施設条例第２条の表に掲げる

大分市南部スポーツ交流ひろばの使用の許可及びこれに関し必要な行為は、

この条例の施行前においても、行うことができる。 



提案理由 

大分市南部スポーツ交流ひろばの設置等をいたしたく本案を提出する。 



議第１０４号 

○○○他の普通地方公共団体の公の施設を大分市の住民の利用に供させ

ることに関する協議について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の３第２項の規定に基づ

き、次のとおり豊後大野市の公の施設を大分市の住民の利用に供させる。 

  令和７年９月１日 提 出 

大分市長 足 立 信 也

１ 利用に供させる公の施設の名称及び所在地 

名 称  豊後大野市多機能型武道場 

所在地  豊後大野市三重町赤嶺２６９１番地１ 

２ 利用に供させる方法 

利用に供させる公の施設に係る条例、規則等の定めるところによる。 

３ 経費の負担 

豊後大野市が負担する。 

提案理由 

豊後大野市の公の施設の一部を大分市の住民の利用に供させたく本案を提出

する。 



議第１０５号 

市道路線の認定及び廃止について 

市道路線を次のように認定し、及び廃止する。 

  令和７年９月１日 提 出 

大分市長 足 立 信 也

認定する市道路線 

路線名 起点 終点 

森町西三丁目１号線 森町西三丁目 森町西三丁目 

田尻１０号線 大字田尻 大字田尻 

森町１７号線 大字森町 大字森町 

廃止する市道路線 

路線名 起点 終点 

杉原碇尾線 大字杉原 大字杉原 

提案理由 

市道路線を認定し、及び廃止いたしたく道路法第８条第２項及び第１０条第

３項の規定により本案を提出する。 












